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 報告第１号 

 

   平成３０年度かすみがうら市一般会計繰越明許費繰越計算書につ    

   いて 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定によ

り、平成３０年度かすみがうら市一般会計繰越明許費繰越計算書について、次

のとおり報告する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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（単位 円）

国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

２総務費 １総務管理費 基幹系電算システム管理事業 1,415,000 1,415,000 0 1,415,000

６農林水産業費 １農業費 農業振興事業 1,410,000 1,410,000 0 1,410,000

プレミアム付商品券事業（政策） 2,886,000 2,886,000 0 2,886,000

水族館管理運営事業（政策） 3,726,000 2,970,000 0 2,970,000

道路維持管理事業（政策） 20,493,000 20,493,000 0 10,957,000 4,100,000 5,436,000

市道整備事業（政策） 88,000,000 88,000,000 0 34,648,000 25,500,000 27,852,000

市民ふれあいスポーツ推進事業（政策） 3,564,000 3,564,000 0 3,564,000

第１常陸野公園管理運営事業 5,840,000 5,840,000 5,840,000

127,334,000 126,578,000 49,901,000 29,600,000 47,077,000

一 般 財 源

７商工費 １商工費

８土木費 ２道路橋梁費

１０教育費 ５保健体育費

合　　　　　計

平成３０年度かすみがうら市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事業名 金　額
翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
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 報告第２号 

 

   平成３０年度かすみがうら市下水道事業特別会計繰越明許費繰越    

   計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定によ

り、平成３０年度かすみがうら市下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書に

ついて、次のとおり報告する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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（単位 円）

国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

１　下水道費 ２　下水道建設費 流域下水道整備事業 6,519,000 6,519,000 5,200,000 1,319,000

平成３０年度かすみがうら市下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事業名
金 額

（ 繰 越
限 度 額 ）

翌 年 度

繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源
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 報告第３号 

 

   専決処分事項の報告について    

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同

条第２項の規定により報告する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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専 決 処 分 書 

 

 損害賠償請求控訴事件に係る和解について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

   令和元年５月１５日 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   損害賠償請求控訴事件に係る和解について    

 

 １ 相 手 方   （住所）×××××××××××××××× 

           （氏名）××××× 

           （住所）×× 

           （氏名）×××××× 

           （住所）×××××××××××××××××× 

           （氏名）××××× 

 ２ 事 件 名   平成３１年（ネ）第５７９号 損害賠償請求控訴事件 

 ３ 事件の概要   平成２３年度、国の第４次補正予算により創設された

農業体質強化基盤整備促進事業（国補）について、相

手方から当市に対し、市の説明及び教示義務違反を基

に、補助金相当額及び慰謝料の支払いを求め、提訴さ

れた事件である。 

 ４ 和解の内容   （１）被控訴人は、控訴人らに対し、解決金として金

３０万円（連帯債権）の支払義務があることを

認める。 
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           （２）被控訴人は、控訴人らに対し、前項の解決金を、

令和元年６月１４日限り、控訴人らが指定する

下記口座に振り込んで支払う。振込手数料は被

控訴人の負担とする。 

                        記           

              金融機関名  ×××××××××××××× 

                     ×× 

              口座名義人  ××× ××××× ××× 

              口座種別   ××××  

              口座番号   ××××××× 

           （３）被控訴人は、農業体質強化基盤整備促進事業に

関し、被控訴人の職員に不適切な事務処理があ

ったことを認め、控訴人らが満足する説明、対

応ができなかったことを真摯に受け止め、今後、

市民に対し、より一層質の高い行政サービスを

提供できるよう努力するものとする。 

           （４）控訴人らは、被控訴人に対するその余の請求を

放棄する。 

           （５）控訴人ら及び被控訴人は、控訴人らと被控訴人

との間には、本件に関し、本和解条項に定める

ほかに何らの債権債務がないことを相互に確認

する。 

           （６）訴訟費用は、第１、２審を通じて、各自の負担

とする。 
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 議案第３５号 

 

   消費税率及び地方消費税率の改定に伴う関係条例の整備に関する    

   条例の制定について 

 

 消費税率及び地方消費税率の改定に伴う関係条例の整備に関する条例を次の

とおり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   消費税率及び地方消費税率の改定に伴う関係条例の整備に関する    

   条例 

 

 

 （かすみがうら市行政財産の使用料徴収条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市行政財産の使用料徴収条例（平成１８年かすみがうら

市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「使用を許可された」を「行政財産の使用の許可を受けた」に、「使

用前にその使用料の全額」を「市長が定める納期限までに使用料」に改める。 

  別表第１建物の項中「１０８」を「１１０」に改める。 

 

 （かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例（平成２１年かすみ

がうら市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
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  別表中「５１０円」を「５２０円」に改める。 

 

 （かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例の一部改

正） 

第３条 かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例（平

成１７年かすみがうら市条例第１２９号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

大人 １，０８０、小人 ５４０ 

大人 １，６２０、小人 １，０８０ 

大人 ２１０、小人 １００ 

                     」 

 を 

 「 

大人 １，１００円、小人 ５５０円 

大人 １，６５０円、小人 １，１００円 

大人 ２２０円、小人 １１０円 

                       」 

 に改める。 

 

 （かすみがうら市水族館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第４条 かすみがうら市水族館の設置及び管理に関する条例（平成１９年かす

みがうら市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「合わせて」を「併せて」に、 

 「 
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一般 ３１０円 ２６０円 ２５０円 ２１０円 

小学生及び中学生 １５０円 １００円 １２０円 ８０円 

                               」 

 を 

 「 

一般 ３３０円 ２７０円 ２６０円 ２２０円 

小学生・中学生 １６０円 １１０円 １３０円 ８０円 

                              」 

 に改める。 

 

 （かすみがうら市富士見塚古墳公園の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第５条 かすみがうら市富士見塚古墳公園の設置及び管理に関する条例（平成

１７年かすみがうら市条例第１２８号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「１，０８０円」を「１，１００円」に改める。 

 

 （かすみがうら市旧地区公民館設置及び管理等に関する条例の一部改正） 

第６条 かすみがうら市旧地区公民館設置及び管理等に関する条例（平成２８

年かすみがうら市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  第９条の表中 

 「 

１，０８０円 １，０８０円 １，６２０円 

７５０円 ７５０円 １，０８０円 

７５０円 ７５０円 １，０８０円 

                        」 

 を 
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 「 

１，１００円 １，１００円 １，６５０円 

７７０円 ７７０円 １，１００円 

７７０円 ７７０円 １，１００円 

                        」 

 に改める。 

 

 （かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第７条 かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例（平成２８年

かすみがうら市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改める。 

  別表中 

 「 

一般 ２１０円 １５０円 １６０円 １２０円 

中学校及び小学校の生徒

及び児童 

１００円 ５０円 ８０円 ４０円 

                                  」 

 を 

 「 

一般 ２２０円 １６０円 １７０円 １３０円 

小学生・中学生 １１０円 ５０円 ８０円 ４０円 

                              」 

 に改める。 

 

 （かすみがうら市千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター設置及び管理に関する条例の一
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部改正） 

第８条 かすみがうら市千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター設置及び管理に関する条例

（平成１７年かすみがうら市条例第８４号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

小・中学校児童生徒 ５０円 ５０円 ５０円 

高校・大学生・一般 １００円 １００円 １００円 

                           」 

 を 

 「 

小学生・中学生 ５０円 ５０円 ５０円 

高校生・大学生・一般 １１０円 １１０円 １１０円 

                            」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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 議案第３６号 

 

   かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償    

   に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を改正する条例を次のと

おり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償    

   に関する条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 

選挙長     10,600         

選挙立会人     8,800         

開票管理者     10,600         

開票立会人     8,800         

投票所の投票管理

者 

    12,600         
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期日前投票所の投

票管理者 

    11,100         

投票所

の投票

立会人 

7時間以上

の従事 

    10,700         

7時間未満

の従事 

    5,300         

期日前

投票所

の投票

立会人 

6時間以上

の従事 

  9,500     

6時間未満

の従事 

  4,700     

指定病院等におけ

る不在者投票外部

立会人 

  10,700

円以内

で、従事

する時

間に応

じ、選挙

管理委

員会委

員長が

市長と

協議し

て定め

る額 

    

                                  」 

を 

「 
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選挙長     10,800         

選挙立会人     8,900         

開票管理者     10,800         

開票立会人     8,900         

投票所の投票管理

者 

    12,800         

期日前投票所の投

票管理者 

    11,300         

投票所

の投票

立会人 

7時間以上

の従事 

    10,900         

7時間未満

の従事 

    5,400         

期日前

投票所

の投票

立会人 

6時間以上

の従事 

  9,600     

6時間未満

の従事 

  4,800     

指定病院等におけ

る不在者投票外部

立会人 

  10,900

円以内

で、従事

する時

間に応

じ、選挙

管理委

員会委

員長が
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市長と

協議し

て定め

る額 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第３７号 

 

   かすみがうら市公害防止条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て 

 

 かすみがうら市公害防止条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市公害防止条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市公害防止条例（平成１７年かすみがうら市条例第１０３号）

の一部を次のように改正する。 

 

 別表中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和２４年法律

第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和元年７月１日から施行する。 
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 議案第３８号 

 

   かすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正す    

   る条例の制定について    

 

 かすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正す    

   る条例 

 かすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１７年かすみがうら

市条例第９１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１４条を次のように改める。 

 （保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てること

ができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない

場合は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合

を除き年１．５パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 
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 第１５条第１項中「又は半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改

め、同条第３項中「、保証人」を削り、「第１２条」を「第１１条」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例

第１４条及び第１５条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災

害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて

適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害

援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 
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 議案第３９号 

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て    

 

 かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例    

 かすみがうら市介護保険条例（平成１８年かすみがうら市条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

 第４条第２項中「平成３０年度から平成３２年度まで」を「令和元年度から

令和２年度まで」に、「２８，６２０円」を「２３，８５０円」に改める。 

 第４条に次の２項を加える。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る令和元年度から令和２年度までの各年度における保険料率に

ついて準用する。この場合において、前項中「２３，８５０円」とあるのは、

「３９，７５０円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和元年度から令和２年度までの各年度における保険料率

について準用する。この場合において、第２項中「２３，８５０円」とある
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のは、「４６，１１０円」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後のかすみがうら

市介護保険条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成３１年４月１日か

ら適用する。 

 （適用区分） 

２ 新条例第４条の規定は、令和元年度分の保険料から適用し、平成３０年度

以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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 議案第４０号 

 

   かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例    

   の一部を改正する条例について    

 

 かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例    

   の一部を改正する条例 

 かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例（平成１７

年かすみがうら市条例第１２９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第８条中「市長は、前条の規定にかかわらず、市長が改善センターの設置目

的にそって施設、設備を利用し、次」を「前条の規定にかかわらず、市長は、

改善センターの使用がその設置目的に合致し、及び次」に、「使用料の一部又

は全部を減額し、免除」を「使用料条例に定める使用料を免除し、又はその２

分の１の額を減額」に改め、同条ただし書を削り、同条に次の３項を加える。 

２ 前条の規定にかかわらず、市長は、改善センターの使用がその設置目的に

合致し、及び次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、別表に定める

使用料を免除し、又はその２分の１の額を減額することができる。 

（１） 使用料条例第４条第１項第１号ア又はイに該当する場合 免除 
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（２） 次のいずれかに該当する場合 ２分の１の額の減額

ア 市の機関が後援、協力又は協賛する事業等であって、宿泊を伴うもの

であるとき。 

イ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学（専門職

大学、短期大学及び大学院を含む。）、高等専門学校又は専修学校に在

籍する児童、生徒又は学生が宿泊を伴う共同宿泊学習を行うとき。 

３ 前項に定めるもののほか、市長が特に必要と認めるときは、別表に定める

使用料を免除し、又は減額することができる。 

４ 前３項の規定により算出して得た使用料の額に１０円未満の端数が生じた

ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

別表備考を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４１号

かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例について

 かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例 

 かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例（平成２７年かす

みがうら市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

別表直売所の項、食堂の項及び備考を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４２号

かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

て

かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例

 かすみがうら市火災予防条例（平成１８年かすみがうら市条例第２号）の一

部を次のように改正する。

 第１５条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和

２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める。

 第２８条の５第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め、

同条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。

（６） 第２８条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に特定小

規模施設用自動火災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火

安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成２０年総務

省令第１５６号）第３条第２項及び第３項に定める技術上の基準に従い、

又は当該技術上の基準の例により設置したとき。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１５条第１項の改正規定は、
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令和元年７月１日から施行する。
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 議案第４３号 

 

   令和元年度かすみがうら市一般会計補正予算（第２号） 

 令和元年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５０，８９５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
１８，６２７，８２２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
予算補正」による。 

 

   令和元年６月４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

15  国 庫 支 出 金     2,130,306 10,436     2,140,742

 1  国 庫 負 担 金     1,552,165 7,903     1,560,068

 2  国 庫 補 助 金 566,995 2,533 569,528

16  県 支 出 金     1,207,430 15,061     1,222,491

 1  県 負 担 金 604,875 3,951 608,826

 2  県 補 助 金 427,176 11,110 438,286

20  繰 越 金 157,329 22,998 180,327

 1  繰 越 金 157,329 22,998 180,327

21  諸 収 入 210,433 2,400 212,833

 5  雑 入 172,218 2,400 174,618

歳 入 合 計    18,576,927 50,895    18,627,822
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 2  総 務 費     2,542,180        17,404     2,559,584

 1  総 務 管 理 費     2,179,983        17,404     2,197,387

 3  民 生 費     6,025,835        29,326     6,055,161

 1  社 会 福 祉 費     3,071,364        16,348     3,087,712

 2  児 童 福 祉 費     2,462,255        12,978     2,475,233

 9  消 防 費     1,233,104         2,491     1,235,595

 1  消 防 費     1,233,104         2,491     1,235,595

10  教 育 費     1,393,278         1,674     1,394,952

 4  社 会 教 育 費       295,460         1,674       297,134

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計              18,576,927        50,895    18,627,822
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税 5,552,142 0 5,552,142

 2  地 方 譲 与 税 226,000 0 226,000

 3  利 子 割 交 付 金 6,708 0 6,708

 4  配 当 割 交 付 金 23,970 0 23,970

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 21,605 0 21,605

 6  地 方 消 費 税 交 付 金 746,253 0 746,253

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 100,000 0 100,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金 20,000 0 20,000

 9  環 境 性 能 割 交 付 金 14,000 0 14,000

10  地 方 特 例 交 付 金 15,000 0 15,000

11  地 方 交 付 税 4,069,000 0 4,069,000

12  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,000 0 7,000

13  分 担 金 及 び 負 担 金 214,460 0 214,460

14  使 用 料 及 び 手 数 料 53,922 0 53,922

15  国 庫 支 出 金 2,130,306 10,436 2,140,742

16  県 支 出 金 1,207,430 15,061 1,222,491

17  財 産 収 入 18,182 0 18,182

18  寄 附 金 20,044 0 20,044

19  繰 入 金 1,952,543 0 1,952,543

20  繰 越 金 157,329 22,998 180,327

21  諸 収 入 210,433 2,400 212,833

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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22  市 債 1,810,600 0 1,810,600

歳 入 合 計 18,576,927 50,895 18,627,822

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  議 会 費     145,033 0     145,033

 2  総 務 費   2,542,180      17,404   2,559,584 2,400      15,004

 3  民 生 費   6,025,835      29,326   6,055,161      24,832 4,494

 4  衛 生 費   2,073,082 0   2,073,082

 5  労 働 費      24,012 0      24,012

 6  農 林 水 産 業 費     645,046 0     645,046

 7  商 工 費     657,513 0     657,513

 8  土 木 費   1,547,558 0   1,547,558

 9  消 防 費   1,233,104 2,491   1,235,595 665 1,826

10  教 育 費   1,393,278 1,674   1,394,952 1,674

11  災 害 復 旧 費 2 0 2

12  公 債 費   2,260,284 0   2,260,284

13  予 備 費      30,000 0      30,000

歳     出     合     計  18,576,927      50,895  18,627,822      25,497 2,400      22,998

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特 定 財 源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）（款） 15 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金

1 民生費国庫負担金 7,903 1,552,165 1,560,068 6 介護保険事業費

負 担 金

7,903  低所得者保険料軽減負担金

7,903 1,552,165 1,560,068 計 

（款） 15 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金

2 民生費国庫補助金 1,868 114,428 116,296 2 児童福祉費補助金 1,868 未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特

別給付金事業費補助金 788 

未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特

別給付金システム整備事業補助金 1,080 

7 消防費国庫補助金 665 15,596 16,261 1 消 防 費 補 助 金 665  消防団設備整備費補助金

2,533 566,995 569,528 計 

（款） 16 県支出金 （項） 1 県負担金

1 民 生 費 県 負 担 金 3,951 604,875 608,826 6 介護保険事業費

負 担 金

3,951  低所得者保険料軽減負担金

3,951 604,875 608,826 計 

（款） 16 県支出金 （項） 2 県補助金

2 民 生 費 県 補 助 金 11,110 270,980 282,090 5 子ども・子育て

支 援 交 付 金

11,110  保育所事業

11,110 427,176 438,286 計 

（款） 20 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 22,998 157,329 180,327 1 繰 越 金 22,998  前年度繰越金

22,998 157,329 180,327 計 

（款） 21 諸収入 （項） 5 雑入

7 雑 入 2,400 135,949 138,349 1 雑 入 2,400  自治総合センターコミュニティ助成金

2,400 172,218 174,618 計 
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補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

7 企 画 費 15,004 81,371 96,375 15,004 13 15,004 委託料 03 企画調整事業（政策） 15,004 
13   中心市街地土地利用基本構
   想策定調査業務委託 9,504 
13   スマートＩＣ関連土地利用
 基本構想策定調査業務委託 5,500 

10 自治振興
費

2,400 22,259 24,659 2,400  19 2,400 負担金
、補助
及 び
交付金

03 自治振興事業（政策） 2,400 
19   自治総合センターコミュニ

ティ助成金 2,400 

17,404 2,179,983 2,197,387 計   2,400 15,004 

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費
1 社会福祉
総 務 費

540 736,999 737,539 540 28 540 繰出金 13 国民健康保険特別会計繰出事業 540 
28   国民健康保険特別会計繰出
   金 540 

7 介護保険
費

15,808 529,776 545,584 11,854 3,954 28 15,808 繰出金 04 介護保険特別会計繰出事業 15,808 
28   介護保険特別会計繰出金 15,808 

16,348 3,071,364 3,087,712 計   11,854 4,494 

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費
2 児童措置
費

1,868 841,041 842,909 1,868 13 1,080 委託料
19 788 負担金

、補助
及 び
交付金

02 児童扶養手当事業 1,868 
13   臨時・特別給付金システム
   改修委託 1,080 
19   未婚の児童扶養手当受給者
 に対する臨時・特別給付金 788 

3 保育所費 11,110 363,389 374,499 11,110 13 11,110 委託料 02 保育所事業 11,110 
13   子ども子育て支援システム
   改修委託 11,110 

12,978 2,462,255 2,475,233 計 12,978

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費
1 常備消防
費

495 713,853 714,348 495 13 495 委託料 04 常備消防事業（政策） 495 
13   消防本部・西消防署適正用
 地基礎調査業務委託 495 

3 消防施設
整 備 費

1,996 65,425 67,421 665 1,331 18 1,996 備 品
購入費

06 消防団施設整備事業（政策） 1,996 
18   警防用備品 1,996 

2,491 1,233,104 1,235,595 計   665 1,826 

（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費
2 公民館費 1,674 78,013 79,687 1,674 11 378 需用費 08 千代田公民館管理事業 1,674 

34



補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費

15 1,296 工 事
請負費

11   修繕料 378 
15   公民館防火シャッター危害
 防止装置設置工事 1,296 

1,674 295,460 297,134 計   1,674 
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議案第４４号

令和元年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

令和元年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５４０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

４，５７６，５４０千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 6  繰 入 金 417,724 540 418,264

 1  一 般 会 計 繰 入 金 417,724 540 418,264

歳 入 合 計     4,576,000 540     4,576,540
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  総 務 費 43,182 540 43,722

 1  総 務 管 理 費 42,127 540 42,667

歳 出 合 計     4,576,000 540     4,576,540
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  国 民 健 康 保 険 税 963,074 0 963,074

 2  使 用 料 及 び 手 数 料 1,000 0 1,000

 3  国 庫 支 出 金 1 0 1

 4  県 支 出 金 3,176,633 0 3,176,633

 5  財 産 収 入 4 0 4

 6  繰 入 金 417,724 540 418,264

 7  繰 越 金 1 0 1

 8  諸 収 入 17,563 0 17,563

歳 入 合 計 4,576,000 540 4,576,540

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  総 務 費      43,182 540      43,722 540

 2  保 険 給 付 費   3,135,049 0   3,135,049

 3  国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金   1,326,462 0   1,326,462

 4  共 同 事 業 拠 出 金 2 0 2

 5  財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 0 1

 6  保 健 事 業 費      50,195 0      50,195

 7  基 金 積 立 金 4 0 4

 8  諸 支 出 金 6,105 0 6,105

 9  予 備 費      15,000 0      15,000

歳     出     合     計   4,576,000 540   4,576,540 540

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特 定 財 源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）（款） 6 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 540 417,724 418,264 1 一般会計繰入金 540  事務費等

540 417,724 418,264 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費

1 一般管理
費

540 40,597 41,137    540 13 540 委託料 02 一般管理事業 540 
13   電算システム改修委託 540 

540 42,127 42,667 計      540 
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議案第４５号

令和元年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第１号）

令和元年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  保 険 料 780,000   15,808△ 764,192

 1  介 護 保 険 料 780,000   15,808△ 764,192

 7  繰 入 金 545,461 15,808 561,269

 1  一 般 会 計 繰 入 金 525,149 15,808 540,957

歳 入 合 計     3,485,000 0     3,485,000
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  保 険 料 780,000   15,808△ 764,192

 2  使 用 料 及 び 手 数 料 100 0 100

 3  国 庫 支 出 金 744,570 0 744,570

 4  支 払 基 金 交 付 金 892,076 0 892,076

 5  県 支 出 金 499,316 0 499,316

 6  財 産 収 入 34 0 34

 7  繰 入 金 545,461 15,808 561,269

 8  繰 越 金 1,000 0 1,000

 9  諸 収 入 6,883 0 6,883

10  介 護 サ ー ビ ス 収 入 15,560 0 15,560

歳 入 合 計 3,485,000 0 3,485,000

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）（款） 1 保険料 （項） 1 介護保険料

1 第１号被保険者保険

料

△15,808780,000 764,192 1 現年度分特別徴収

保 険 料

△14,318  現年度分

2 現年度分普通徴収

保 険 料

△1,490  現年度分

△15,808780,000 764,192 計 

（款） 7 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

4 低所得者保険料軽減

分 繰 入 金

15,808 5,860 21,668 1 現 年 度 分 15,808  低所得者保険料軽減分繰入金

15,808 525,149 540,957 計 
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議案第４６号

市道路線の認定について

 市道に認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条

第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透 

路線名 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大

(m) 
(m) 

その他 8-2928
稲吉南三丁目 

1973番 18 

稲吉南三丁目 

1973番 19 
6.00～10.61 64.40 
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路線認定位置図（千代田地区）　　

Ｒ６

Ｒ６

常磐自動車道

常磐自動車道

市役所(千代田庁舎)

市道8-2928号線 
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詳細位置図(認定図）

起点 

終点 

市道8-2928号線 

県道戸崎上稲吉線 

至神立駅 

至国道６号 

コメリ
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議案第４７号

市道路線の廃止について

 市道路線を廃止することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。

令和元年６月４日提出

かすみがうら市長  坪 井  透 

路線名 道路区域(区間） 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) (m) 

その他 8034 加茂 5229番 加茂 5312番 3 80.61 
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路線廃止位置図（霞ヶ浦地区） 

市道8034号線 

51



詳細位置図

至牛渡 

起点 

終点 

県道戸崎上稲吉線 

市道8034号線 

至神立 
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（参考資料）

付議事件（条例）条文新旧対照表

かすみがうら市行政財産の使用料徴収条例 新旧対照表(第 1条関係) 

改正前 改正後 

 (使用料の納付義務者及び納付)  (使用料の納付義務者及び納付) 

第 4 条 使用を許可された者は、使用前に

その使用料の全額を納入しなければなら

ない。 

第 4 条 行政財産の使用の許可を受けた者

は、市長が定める納期限までに使用料を

納入しなければならない。 

別表第 1(第 2条関係) 別表第 1(第 2条関係) 

行政財

産の区

分 

使用料の算定方法 

土地 (略) 

建物 (1) 建物の全部を使用する場合

｛(当該建物の推定再建築費、耐

用年数、経過年数、維持及び保存

の状況、利用効率等を考慮して算

定した当該建物の適正な価額)×

(6／100)｝×108／100＋(建物の

敷地として使用している土地の

面積について前項の方法により

算出した土地使用料に相当する

額) 

(2) 建物の一部を使用する場合

｛(当該建物の推定再建築費、耐

用年数、経過年数、維持及び保存

の状況、利用効率等を考慮して算

定した当該建物の適正な価額)×

(6／100)×(使用床面積／延床面

積)｝×108／100＋(建物の使用床

面積に相当する土地について前

項の方法により算出した土地使

用料に相当する額) 

行政財

産の区

分 

使用料の算定方法 

土地 (略) 

建物 (1) 建物の全部を使用する場合

｛(当該建物の推定再建築費、耐

用年数、経過年数、維持及び保存

の状況、利用効率等を考慮して算

定した当該建物の適正な価額)×

(6／100)｝×110／100＋(建物の

敷地として使用している土地の

面積について前項の方法により

算出した土地使用料に相当する

額) 

(2) 建物の一部を使用する場合

｛(当該建物の推定再建築費、耐

用年数、経過年数、維持及び保存

の状況、利用効率等を考慮して算

定した当該建物の適正な価額)×

(6／100)×(使用床面積／延床面

積)｝×110／100＋(建物の使用床

面積に相当する土地について前

項の方法により算出した土地使

用料に相当する額) 
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かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第 2条関係) 

改正前 改正後 

別表(第9条関係) 別表(第9条関係) 

トレーニング室使用料 トレーニング室使用料 

使用区分 使用料 

市内居住者で65歳以上・

中学生以下の者及び身体

障害者手帳・精神障害者

保健福祉手帳・療育手帳

を有する者等 

無料 

市内居住者で上記以外の

者 

1人につき200円 

上記以外の者 1人につき510円 
 

使用区分 使用料 

市内居住者で65歳以上・

中学生以下の者及び身体

障害者手帳・精神障害者

保健福祉手帳・療育手帳

を有する者等 

無料 

市内居住者で上記以外の

者 

1人につき200円 

上記以外の者 1人につき520円 
 

浴室使用料 浴室使用料 

使用区分 使用料 

市内居住者で65歳以上・

中学生以下の者及び身体

障害者手帳・精神障害者

保健福祉手帳・療育手帳

を有する者等 

無料 

市内居住者で上記以外の

者 

1人につき200円 

上記以外の者 1人につき510円 
 

使用区分 使用料 

市内居住者で65歳以上・

中学生以下の者及び身体

障害者手帳・精神障害者

保健福祉手帳・療育手帳

を有する者等 

無料 

市内居住者で上記以外の

者 

1人につき200円 

上記以外の者 1人につき520円 
 

カラオケ使用料 (略) カラオケ使用料 (略) 

 
かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第3条関

係) 

改正前 改正後 

別表(第7条、第8条関係) 別表(第7条、第8条関係) 

かすみがうら市農村環境改善センター

使用料金表 

かすみがうら市農村環境改善センター

使用料金表 

単位：円 単位：円 

区分 使用料(一人あたり) 備考 

宿市内者 大人  1,080、小人 小人は中

区分 使用料(一人あたり) 備考 

宿市内者 大人 1,100円、小人 小人は中
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泊 540 学生まで 

市外者 大人 1,620、小人 

1,080 

浴室 大人 210、小人 10

0 

泊 550円 学生まで 

市外者 大人 1,650円、小人

1,100円 

浴室 大人 220円、小人 

110円 

かすみがうら市水族館の設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第4条関係) 

改正前 改正後 

別表(第6条及び第11条関係) 別表(第6条及び第11条関係) 

区分 入館料(1人につき) 

個人 団体(2

0人以

上) 

歴史博物館と合

わせて入館する

者 

個人 団体(2

0人以

上) 

一般 310円 260円 250円 210円 

小学生

及び中

学生 

150円 100円 120円 80円 

区分 入館料(1人につき) 

個人 団体(2

0人以

上) 

歴史博物館と併

せて入館する者 

個人 団体(2

0人以

上) 

一般 330円 270円 260円 220円 

小学

生・中

学生 

160円 110円 130円 80円 

かすみがうら市富士見塚古墳公園の設置及び管理に関する条例 新旧対象表(第 5条関係) 

改正前 改正後 

 (入館料)  (入館料) 

第4条 かすみがうら市富士見塚展示館の

入館料は、常設展示の場合無料とする。

ただし、特別展示を行う場合は1,080円を

超えない範囲で、その都度市長が定める。 

第4条 かすみがうら市富士見塚展示館の

入館料は、常設展示の場合無料とする。

ただし、特別展示を行う場合は1,100円を

超えない範囲で、その都度市長が定める。 

かすみがうら市旧地区公民館設置及び管理等に関する条例 新旧対照表(第 6条関係) 

改正前 改正後 

(使用料)  (使用料) 

第9条 使用者は、次の表に定める旧地区公 第 9 条 使用者は、次の表に定める旧地区
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民館の使用料を納付しなければならな

い。 

公民館の使用料を納付しなければならな

い。 
室名／

時間 

9：00～1

2：00 

13：00～1

7：00 

18：00～2

2：00 

会議室 1,080円 1,080円 1,620円 

和室 750円 750円 1,080円 

調理室 750円 750円 1,080円 
 

室名／

時間 

9：00～1

2：00 

13：00～1

7：00 

18：00～2

2：00 

会議室 1,100円 1,100円 1,650円 

和室 770円 770円 1,100円 

調理室 770円 770円 1,100円 
 

 
かすみがうら市歴史博物館の設置及び管理に関する条例 新旧対象表(第 7条関係) 

改正前 改正後 

 (入館料)  (入館料) 

第7条 博物館の入館料は、別表に定めると

ころによる。ただし、期間を定めて特別

な展示をする場合の入館料は、1人につき

1,080円以内で別に定めることができる。 

第7条 博物館の入館料は、別表に定めると

ころによる。ただし、期間を定めて特別

な展示をする場合の入館料は、1人につき

1,100円以内で別に定めることができる。 

2 (略) 2 (略) 

別表(第7条関係) 別表(第7条関係) 

区分 入館料(1人につき) 

個人 団体 

(20人

以上) 

水族館と併せて

入館する者 

個人 団体 

(20人

以上) 

一般 210円 150円 160円 120円 

中学校

及び小

学校の

生徒及

び児童 

100円 50円 80円 40円 

 

区分 入館料(1人につき) 

個人 団体 

(20人

以上) 

水族館と併せて

入館する者 

個人 団体 

(20人

以上) 

一般 220円 160円 170円 130円 

小学

生・中

学生 

110円 50円 80円 40円 

 

 
かすみがうら市千代田Ｂ＆Ｇ海洋センター設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第8条

関係) 

改正前 改正後 
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別表(第7条関係) 別表(第7条関係) 

千代田B＆G海洋センタープール使用料 千代田B＆G海洋センタープール使用料 

施

設 

時間区 

分 

使 

用区分 

9：00

～1

2：00 

13：00

～1

5：30 

16：00

～1

8：30 

備考 

プ

ー

ル 

小・中学

校児童生

徒 

50円 50円 50円 (略) 

高校・大

学生・一

般 

100円 100円 100円 

ロッカー

使用料 

1回 10円 

(略) 

施

設 

時間区 

分 

使 

用区分 

9：00

～1

2：00 

13：00

～1

5：30 

16：00

～1

8：30 

備考 

プ

ー

ル 

小学生・

中学生 

50円 50円 50円 (略) 

高校生・

大学生・

一般 

110円 110円 110円 

ロッカー

使用料 

1回 10円 

(略) 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表 

【改正前】 

職名 報酬 旅費 

執 行

機関 

 年額 月額 日額 車賃（１

キロメー

トルにつ

き） 

日当（１

日 に つ

き） 

宿 泊 料

（ １ 夜

につき） 

食 卓 料

（ １ 夜

につき） 

円 円 円 円 円 円 円 

(略) 

附 属

機関 

(略) 

補 助

機関 

選挙長 10,600  

選挙立会人 8,800  

開票管理者 10,600  

開票立会人 8,800  

投票所の投票管理者 12,600  
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期日前投票所の投票管

理者 

 11,100  

投票所の投

票立会人 

７時間以上

の従事 

 10,700  

７時間未満

の従事 

 5,300  

期日前投票

所の投票立

会人 

６時間以上

の従事 

 9,500  

６時間未満

の従事 

 4,700  

指定病院等における不

在者投票外部立会人 

 10,700

円 以 内

で、従事

す る 時

間 に 応

じ、選挙

管 理 委

員 会 委

員 長 が

市 長 と

協 議 し

て 定 め

る額 

農地流動化推進委員 (略) 

(略) 

【改正後】 

職名 報酬 旅費 

執 行

機関 

 年額 月額 日額 車賃（１

キロメー

トルにつ

き） 

日当（１

日 に つ

き） 

宿 泊 料

（ １ 夜

につき） 

食 卓 料

（ １ 夜

につき） 

円 円 円 円 円 円 円 

(略) 
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附 属

機関 

(略) 

補 助

機関 

選挙長 10,800  

選挙立会人 8,900  

開票管理者 10,800  

開票立会人 8,900  

投票所の投票管理者 12,800  

期日前投票所の投票管

理者 

 11,300  

投票所の投

票立会人 

７時間以上

の従事 

 10,900  

７時間未満

の従事 

 5,400  

期日前投票

所の投票立

会人 

６時間以上

の従事 

 9,600  

６時間未満

の従事 

 4,800  

指定病院等における不

在者投票外部立会人 

 10,900

円 以 内

で、従事

す る 時

間 に 応

じ、選挙

管 理 委

員 会 委

員 長 が

市 長 と

協 議 し

て 定 め

る額 

農地流動化推進委員 (略) 

(略) 

かすみがうら市公害防止条例 新旧対照表 

改正前 改正後 
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別表(第21条関係) 別表(第21条関係) 

工場等に係る排出水の汚染状態に関す

る規制基準 

工場等に係る排出水の汚染状態に関す

る規制基準 

(略) (略) 

備考 備考 

1 排出水の水温の測定方法は、日本工

業規格KO102の4(2)によるものとす

る。 

1 排出水の水温の測定方法は、日本産

業規格(産業標準化法(昭和24年法律

第185号)第20条第1項の日本産業規格

をいう。)KO102の4(2)によるものとす

る。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

附 則 

 この条例は、令和元年7月1日から施行す

る。 

かすみがうら市災害弔慰金の支給等に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(利率) (保証人及び利率) 

第14条 災害援護資金は、据置期間中は無利

子とし、据置期間経過後はその利率を延滞

の場合を除き年3パーセントとする。 

第14条 災害援護資金の貸付けを受けよう

とする者は、保証人を立てることができ

る。 

2 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、

無利子とし、保証人を立てない場合は、据

置期間中は無利子とし、据置期間経過後は

その利率を延滞の場合を除き年1.5パーセ

ントとする。

3 第1項の保証人は、災害援護資金の貸付け

を受けた者と連帯して債務を負担するも

のとし、その保証債務は、令第9条の違約

金を包含するものとする。 

(償還等) (償還等) 

第15条 災害援護資金は、年賦償還又は半年

賦償還とする。 

第15条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦

償還又は月賦償還とする。 

2 (略) 2 (略) 

3 償還免除、保証人、一時償還、違約金及 3 償還免除、一時償還、違約金及び償還金
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び償還金の支払猶予については、法第13

条第1項、令第8条から第12条までの規定に

よるものとする。 

の支払猶予については、法第13条第1項、

令第8条から第11条までの規定によるもの

とする。 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例による改正後のかすみがうら市

災害弔慰金の支給等に関する条例第14条

及び第15条第3項の規定は、この条例の施

行の日以後に生じた災害により被害を受

けた世帯の世帯主に対する災害援護資金

の貸付けについて適用し、同日前に生じた

災害により被害を受けた世帯の世帯主に

対する災害援護資金の貸付けについては、

なお従前の例による。 

かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (保険料率)  (保険料率) 

第4条 平成30年度から平成32年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

第4条 平成30年度から令和2年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

(1)～(11) (略) (1)～(11) (略) 

2 所得の少ない第1号被保険者についての

保険料の減額賦課に係る第1項第1号に該

当する者の平成30年度から平成32年度ま

での各年度における保険料率は、同号の規

定にかかわらず、28,620円とする。 

2 所得の少ない第1号被保険者についての

保険料の減額賦課に係る第1項第1号に該

当する者の令和元年度から令和2年度まで

の各年度における保険料率は、同号の規定

にかかわらず、23,850円とする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和元年度から令和2年度までの各

年度における保険料率について準用する。

この場合において、前項中「23,850円」と
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あるのは、「39,750円」と読み替えるもの

とする。 

 4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和元年度から令和2年度までの各

年度における保険料率について準用する。

この場合において、第2項中「23,850円」

とあるのは、「46,110円」と読み替えるも

のとする。 

    附 則 

  (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行し、この

条例による改正後のかすみがうら市介護

保険条例(以下「新条例」という。)の規定

は、平成31年4月1日から適用する。 

  (適用区分) 

 2 新条例第4条の規定は、令和元年度分の保

険料から適用し、平成30年度以前の年度分

の保険料については、なお従前の例によ

る。 

 

かすみがうら市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(使用料の減免) (使用料の減免) 

第8条 市長は、前条の規定にかかわらず、

市長が改善センターの設置目的にそって

施設、設備を利用し、次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、使用料の一部

又は全部を減額し、免除することができ

る。ただし、別表に定める使用料について

は、減免の対象としない。 

第8条 前条の規定にかかわらず、市長は、

改善センターの使用がその設置目的に合

致し、及び次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、使用料条例に定める使用

料を免除し、又はその2分の1の額を減額す

ることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

 2 前条の規定にかかわらず、市長は、改善

センターの使用がその設置目的に合致し、

及び次の各号のいずれかに該当すると認
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めるときは、別表に定める使用料を免除

し、又はその2分の1の額を減額することが

できる。 

(1) 使用料条例第4条第1項第1号ｱ又はｲに

該当する場合 免除 

(2) 次のいずれかに該当する場合 2分の1

の額の減額 

ｱ 市の機関が後援、協力又は協賛する

事業等であって、宿泊を伴うものであ

るとき。 

ｲ 学校教育法(昭和22年法律第26号)に

規定する小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校、特別支

援学校、大学(専門職大学、短期大学

及び大学院を含む。)、高等専門学校

又は専修学校に在籍する児童、生徒又

は学生が宿泊を伴う共同宿泊学習を

行うとき。 

3 前項に定めるもののほか、市長が特に必

要と認めるときは、別表に定める使用料を

免除し、又は減額することができる。 

4 前3項の規定により算出して得た使用料

の額に10円未満の端数が生じたときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。 

別表(第7条、第8条関係) 別表(第7条、第8条関係) 

かすみがうら市農村環境改善センター

使用料金表 

かすみがうら市農村環境改善センター

使用料金表 

単位：円 単位：円 

区分 使用料(一人あたり) 備考 

宿

泊 

市内者 大人  1,080、小人 

540 

小人は中

学生まで 

市外者 大人 1,620、小人 

1,080 

浴室 大人 210、小人 10

0 

区分 使用料(一人あたり) 備考 

宿

泊 

市内者 大人 1,080、小人 5

40 

小人は中

学生まで 

市外者 大人 1,620、小人 

1,080 

浴室 大人 210、小人 10

0 
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(注) 小・中学生の共同宿泊学習を伴う宿

泊は半額とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

別表(第10条関係) 別表(第10条関係) 

区分 使用料 備考 

直売所 月額 36,000円 必要経費は

使用者負担 

食堂 月額 42,000円 必要経費は

使用者負担 

シャワ

ー室 

15分当たり200円 

区分 使用料 備考 

シャワ

ー室 

15分当たり200円 

備考 直売所又は食堂の使用を開始する

日又は使用を終了する日が月の中途の

場合は、当該日の属する月の使用料は、

日割計算した額とする。ただし、当該日

割計算した額に10円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

かすみがうら市火災予防条例 新旧対照表

改正前 改正後

 (避雷設備)  (避雷設備) 

第 15 条 避雷設備の位置及び構造は、消防

長が指定する日本工業規格に適合するも

のとしなければならない。

第 15 条 避雷設備の位置及び構造は、消防

長が指定する日本産業規格(産業標準化法

(昭和 24年法律第 185号)第 20条第 1項の

日本産業規格をいう。)に適合するものと

しなければならない。

2 (略) 2 (略) 

 (設置の免除)  (設置の免除) 

第 28条の 5 (略) 第 28条の 5 (略) 
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(1) 第 28条の 3第 1項各号又は前条 1項に

掲げる住宅の部分にスプリンクラー設備

(標示温度が 75 度以下で作動時間が 60 秒

以内の閉鎖型スプリンクラーヘッドを備

えているものに限る。)を令第 12条に定め

る技術上の基準に従い、又は当該技術上の

基準の例により設置したとき。 

(1) 第 28条の 3第 1項各号又は前条 1項に

掲げる住宅の部分にスプリンクラー設備

(標示温度が 75度以下で種別が 1種の閉鎖

型スプリンクラーヘッドを備えているも

のに限る。)を令第 12条に定める技術上の

基準に従い、又は当該技術上の基準の例に

より設置したとき。

(2)～(5) (略) (2)～(5) (略) 

(6) 第 28条の 3第 1項各号又は前条 1項に

掲げる住宅の部分に特定小規模施設用自

動火災報知設備を特定小規模施設におけ

る必要とされる防火安全性能を有する消

防の用に供する設備等に関する省令(平成

20年総務省令第 156号)第 3条第 2項及び

第 3項に定める技術上の基準に従い、又は

当該技術上の基準の例により設置したと

き。

(6) (略) (7) (略)

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただ

し、第 15 条第 1 項の改正規定は、令和元年

7月 1日から施行する。 
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令和元年かすみがうら市議会第２回定例会 

市長提出議案集 

〔追加提出①〕

令和元年６月１９日提出 

かすみがうら市 
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議案第４８号 

（仮称）かすみがうら市ウエルネスプラザ整備事業建築工事請負

契約の締結について

 次のとおり工事請負契約を締結することについて、かすみがうら市議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年かすみが

うら市条例第５１号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

令和元年６月１９日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  

１ 工 事 名 （仮称）かすみがうら市ウエルネスプラザ整備事業建

築工事

２ 工 事 場 所 かすみがうら市 宍倉地内

３ 契約の方 法 一般競争入札による契約

４ 契 約 金 額 １６１，４６０，０００円

５ 契約の相手方 山本・保特定建設工事共同企業体

代表者 茨城県土浦市東崎町１１番５号

株式会社山本工務店

代表取締役 山本 和男

構成員 茨城県かすみがうら市深谷７６番地６

  株式会社保コーポレーション

  代表取締役 北村 万利子

1



 議案第４９号 

 

   高規格救急自動車・高度救命処置用資機材の取得について    

 

 かすみがうら市消防本部に配置する高規格救急自動車・高度救命処置用資機

材を取得することについて、かすみがうら市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第５１号）第

３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和元年６月１９日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 １ 件    名  高規格救急自動車・高度救命処置用資機材購入 

 ２ 契約の方 法  一般競争入札による契約 

 ３ 取 得 価 格  ３８，６５９，３１２円 

 ４ 契約の相手方  茨城県水戸市泉町２丁目３番２４号 

           茨城トヨタ自動車株式会社 

           代表取締役 幡谷 史朗 
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令和元年かすみがうら市議会第２回定例会 

市長提出議案集 

〔追加提出②〕

令和元年６月１９日提出 

かすみがうら市 
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議案第５０号

かすみがうら市教育委員会委員の任命について

 かすみがうら市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定

により、議会の同意を求める。

令和元年６月１９日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

１ 住  所  ■■■■■■■■■■■■■■■■■

２ 氏  名  梶 本  梓 

３ 生年月日  ■■■■■■■■■■
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